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■国家公務員の俸給表を参考にした比較

【令和４年以前の人事院勧告による】 【令和５年人事院勧告による】 【令和6年人事院勧告による】

指定職俸給表 指定職俸給表 指定職俸給表

（平成27年4月1日適用） （令和5年4月1日適用） （令和6年4月1日適用(案)）

鳥栖市現行 号俸 号俸 号俸

教育長 629,000 1 706,000 ⇒ 2,000 増　⇒ 1 708,000 ⇒ 8,000 増　⇒ 1 716,000 10,000 1.40% 639,000 638,000

副市長 766,000 2 761,000 ⇒ 2,000 増　⇒ 2 763,000 ⇒ 9,000 増　⇒ 2 772,000 11,000 1.40% 777,000 777,000

3 818,000 ⇒ 2,000 増　⇒ 3 820,000 ⇒ 9,000 増　⇒ 3 829,000 11,000 1.30%

4 895,000 ⇒ 3,000 増　⇒ 4 898,000 ⇒ 10,000 増　⇒ 4 908,000 13,000 1.50%

市　長 956,000 5 965,000 ⇒ 3,000 増　⇒ 5 968,000 ⇒ 11,000 増　⇒ 5 979,000 14,000 1.50% 970,000 970,000

6 1,035,000 ⇒ 3,000 増　⇒ 6 1,038,000 ⇒ 11,000 増　⇒ 6 1,049,000 14,000 1.40%

7 1,107,000 ⇒ 3,000 増　⇒ 7 1,110,000 ⇒ 12,000 増　⇒ 7 1,122,000 15,000 1.40%

8 1,175,000 ⇒ 3,000 増　⇒ 8 1,178,000 ⇒ 13,000 増　⇒ 8 1,191,000 16,000 1.40%

特定任期付職員 特定任期付職員 特定任期付職員

（令和4年4月1日適用） （令和5年4月1日適用） （令和6年4月1日適用(案)）

鳥栖市現行 号俸 号俸 号俸

議　員 413,000 1 376,000 ⇒ 4,000 増　⇒ 1 380,000 ⇒ 12,000 増　⇒ 1 392,000 16,000 4.30% 431,000 431,000

副議長 441,000 2 422,000 ⇒ 5,000 増　⇒ 2 427,000 ⇒ 13,000 増　⇒ 2 440,000 18,000 4.30% 459,000 460,000

議　長 493,000 3 472,000 ⇒ 5,000 増　⇒ 3 477,000 ⇒ 15,000 増　⇒ 3 492,000 20,000 4.20% 513,000 514,000

4 533,000 ⇒ 6,000 増　⇒ 4 539,000 ⇒ 16,000 増　⇒ 4 555,000 22,000 4.10%

5 608,000 ⇒ 7,000 増　⇒ 5 615,000 ⇒ 19,000 増　⇒ 5 634,000 26,000 4.30%

6 710,000 ⇒ 8,000 増　⇒ 6 718,000 ⇒ 22,000 増　⇒ 6 740,000 30,000 4.20%

7 830,000 ⇒ 9,000 増　⇒ 7 839,000 ⇒ 25,000 増　⇒ 7 864,000 34,000 4.10%

注）特定任期付職員とは、「一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律」（平12.11.27法律第125号）第7条に定めるものをいう。

改定案

(＊割合）

改定案

(＊割合）

２ヶ年分の

増額合計

改定案

(＊金額）

２ヶ年分の

増額合計

改定案

(＊金額）

俸給月額 (円) 俸給月額 (円) 俸給月額 (円)

俸給月額 (円) 俸給月額 (円) 俸給月額 (円)

備考　この表は、事務次官、外局の長、試験所又は研究所の長、病院又は療養所の長その他の官職を占める職員で人事院規則で定めるものに適用する。
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県内十市特別職の報酬等調（教育長報酬：参考資料）

【教育長】
区 分 　　佐　　賀　　市 　　唐　　津　　市 　　鳥　　栖　　市 　　伊　万　里　市 　　武　　雄　　市 　　小　　城　　市 　　神　　埼　　市 　　鹿　　島　　市 　　嬉　　野　　市 　　多　　久　　市

人 口 228,553 （ R5.4.1 ） 116,323 （ R5.4.1 ） 74,229 （ R5.4.1 ） 52,428 （ R5.4.1 ） 46,821 （ R5.4.1 ） 44,193 （ R5.4.1 ） 30,485 （ R5.4.1 ） 27,692 （ R5.4.1 ） 24,912 （ R5.4.1 ） 18,076 （ R5.4.1 ）

教 育 長 679,000 （ H24.4.1 ） 690,000 （ H17.1.1 ） 629,000 （ H15.4.1 ） 678,000 （ H23.4.1 ） 670,000 （ H27.4.1 ） 598,000 （ H30.2.4 ） 570,000 （ H18.3.20 ） 596,000 （ H29.4.1 ） 562,000 （ H18.1.1 ） 571,000 （ H22.4.1 ）

【R5.5.1調査】 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 学校数

小 学 校 35 946 36 599 8 321 13 259 14 240 8 209 7 132 8 136 9 129 0 0

中 学 校 18 616 19 395 4 186 6 134 5 139 4 108 3 66 2 63 4 76 0 0

義務教育学校 0 0 0 0 0 0 1 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 146

合 計 53 1,562 55 994 12 507 20 419 19 379 12 317 10 198 10 199 13 205 3 146

備　　考

　　　単位：月額，円，（　）内は改定年月日

教職員数 教職員数 教職員数 教職員数 教職員数 教職員数 教職員数 教職員数

49,000円増

7.8％増

教職員数 教職員数

ー　２　ー



県内十市特別職の報酬等調

区 分 　　佐　　賀　　市 　　唐　　津　　市 　　鳥　　栖　　市 　　伊　万　里　市 　　武　　雄　　市 　　小　　城　　市 　　神　　埼　　市

人 口 228,553 （ R5.4.1 ） 116,323 （ R5.4.1 ） 74,229 （ R5.4.1 ） 74,229 （ R5.4.1 ） 52,428 （ R5.4.1 ） 46,821 （ R5.4.1 ） 44,193 （ R5.4.1 ） 30,485 （ R5.4.1 ）

市 長 1,039,000 （ H24.4.1 ） 963,000 （ H17.1.1 ） 970,000 （ ） 956,000 （ H15.4.1 ） 946,000 （ H23.4.1 ） 950,000 （ H27.4.1 ） 823,000 （ H26.4.1 ） 829,000 （ H18.3.20 ）

副 市 長 820,000 （ H24.4.1 ） 770,000 （ H19.1.1 ） 777,000 （ ） 766,000 （ H15.4.1 ） 755,000 （ H23.4.1 ） 760,000 （ H27.4.1 ） 659,000 （ H26.4.1 ） 655,000 （ H18.3.20 ）

教 育 長 679,000 （ H24.4.1 ） 690,000 （ H17.1.1 ） 678,000 （ ） 629,000 （ H15.4.1 ） 678,000 （ H23.4.1 ） 670,000 （ H27.4.1 ） 598,000 （ H30.2.4 ） 570,000 （ H18.3.20 ）

議 長 692,000 （ H24.4.1 ） 532,000 （ R6.4.1 ） 514,000 （ ） 493,000 （ H15.4.1 ） 486,000 （ H23.4.1 ） 490,000 （ H27.4.1 ） 460,000 （ H22.4.1 ） 440,000 （ ）

副 議 長 607,000 （ H24.4.1 ） 486,000 （ R6.4.1 ） 460,000 （ ） 441,000 （ H15.4.1 ） 435,000 （ H23.4.1 ） 440,000 （ H27.4.1 ） 401,000 （ H22.4.1 ） 372,000 （ ）

議 員 553,000 （ H24.4.1 ） 464,000 （ R6.4.1 ） 431,000 （ ） 413,000 （ H15.4.1 ） 407,000 （ H23.4.1 ） 410,000 （ H27.4.1 ） 374,000 （ H30.2.4 ） 350,000 （ ）

議 員 定 数
（議長、副議長含む）

令和５年度の開催

開 催 年 次

備　　考

【改正案】

鳥　　栖　　市

22

あり

市長の諮問に応じ適時
近年は４年ごと開催

条例改正済
答申あり。

条例改正未整理

市長の諮問に応じ適時 市長の諮問に応じ適時
市長の諮問に応じ適時
近年は４年ごと開催

2年に１回開催 市長の諮問に応じ適時 市長の諮問に応じ適時 市長の諮問に応じ適時

なし あり あり なし なし なし

36 28 22 21 20 20 18

あり

　　　単位：月額，円，（　）内は改定年月日
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区 分 　　鹿　　島　　市 　　嬉　　野　　市 　　多　　久　　市

人 口 27,692 （ R5.4.1 ） 24,912 （ R5.4.1 ） 18,076 （ R5.4.1 ）

市 長 808,000 （ ） 768,000 （ H18.1.1 ） 813,000 （ H22.4.1 ）

副 市 長 653,000 （ ） 635,000 （ H18.1.1 ） 652,000 （ H22.4.1 ）

教 育 長 612,000 （ ） 562,000 （ H18.1.1 ） 571,000 （ H22.4.1 ）

議 長 432,000 （ ） 400,000 （ H19.7.1 ） 441,000 （H15.12.1 ）

副 議 長 364,000 （ ） 330,000 （ H19.7.1 ） 371,000 （H15.12.1 ）

議 員 344,000 （ ） 310,000 （ H19.7.1 ） 345,000 （H15.12.1 ）

議 員 定 数
（議長、副議長含む）

令和５年度の開催

開 催 年 次 必要に応じて随時 必要に応じて随時

答申あり。
条例改正未整理

なし あり

市長の諮問に応じ適時

16 1516

令和６年度開催

　　　単位：月額，円，（　）内は改定年月日
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■報酬等答申額（案）の比較表

区　分 現在の額（円） 答申額(案)（円） （％） 差額（円）

市　長 956,000 970,000 1.4 14,000

副市長 766,000 777,000 1.4 11,000

教育長 629,000 678,000 7.8 49,000

議　長 493,000 514,000 4.2 21,000

副議長 441,000 460,000 4.3 19,000

議　員 413,000 431,000 4.3 18,000

※平成１５年の改正以降、鳥栖市では据え置き。

※令和５年人事院勧告　民間との較差0.96％、平均改定率　全体1.1％

※令和６年人事院勧告　民間との較差2.76％、平均改定率　全体3.0％
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